支援費制度における障害福祉サービス利用のしくみ：資料編

02.7　岡部耕典
支援費・障害福祉関係ホームページの紹介
　支援費制度は国（厚生労働省）のほうからはまだ全容が明らかになっていませんので、完成された資料はありません。国の制度発表原資料およびそれに基づく都の説明はホームページで見ることができます。さらに、東京都社会福祉協議会が、サービス事業者や利用者にもわかりやすくトピックスをまとめてくれています。

厚生労働省ホームページ

http://www.mhlw.go.jp/index.html

障害者施策に関わる支援費制度について

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/syakai/sienhi/



担当課長会議の資料等がダウンロードできます。



利用者が全体を把握するのには少しわかりにくいかもしれません。

東京都福祉局ホームページ

http://www.fukushi.metro.tokyo.jp/

支援費制度について
http://www.fukushi.metro.tokyo.jp/shuppan/sien_pnf/sien_top.htm


比較的まとまった形で支援費の説明があります。


障害者（児）福祉について


http://www.fukushi.metro.tokyo.jp/bunya/shogai.htm


東京都の障害者（児）施策がトピックス別にまとめられています。

東京都社会福祉協議会

http://www.tcsw.tvac.or.jp/

法制度・施策NEWS


http://www.tcsw.tvac.or.jp/welfare/law_f.html


国や都の施策改正等がタイムリーに把握できます。


福祉のセミナー・イベント


http://www.tcsw.tvac.or.jp/welfare/meet_f.html
※都社協発行の「支援費制度とは・・」（３００円）は、支援費理解に必携の読みやすいパンフレットです。

実際のサービス利用申請はこんなふうに・・
　支援費支給申請のイメージや問題点がつかみやすいように、申請のプロセスをシュミレーションして、その時々に装丁される注意すべき点や問題点を現時点で判る範囲で具体的に列記してみました。（東京都社会福祉協議会朝比奈ミカ氏の資料および厚生労働省担当課長会議資料を参考にさせていただいています）


①「このサービスを使いたい」という利用者の「申請」


知的障害の場合は障害手帳は必須ではありません。



申請は、本人の名前であれば、友達からでも、施設職員からでもできます。

※でも、多くの区市町村では、「どういうサービス利用をしたいか相談したい」という対応のために、職員が増やされる予定はないようです・・


②市の職員が「実情」を聞き取りをする
介護保険では、これは民間のケアマネージャーも委託をうけられますが、支援費では市役所の職員だけです。


　　　※でも、多くの区市町村では、そのために職員が増員される予定はないようです・・


③聞き取りをした結果で「考える」


聞き取って考えるための項目は国がマニュアル化しています。



しかし、決定するのはそれぞれに市で、決定条件等もブラックボックスです。

※介護保険では、コンピュータ化と複数の専門家による会議で要介護認定は標準化・客観化さ

れていますが・・

【知的障害者更生施設支援（入所）】・・聞き取り表の内容例
　下表のアからノまでの各項目について、（ア）～（ウ）列に示した選択肢のうちあてはまるものに１つだけ○印を付けてください。

	生活動作等支援
	（ア）列
	（イ）列
	（ウ）列

	ア．起床及び就寝の働きかけ
	毎日支援が必要
	ときどき支援が

必要
	支援の頻度が

低い

	イ．洗面、歯磨きなどの整容に関する支援
	全面的な支援が

必要
	部分的な支援が必要
	支援の必要性が低い

	・・・・・・・・
	
	
	

	ス．衣服、身の回り品等の管理に関する項目
	常に支援が必要
	ときどき支援が

必要
	支援の頻度が

低い

	該当数
	×２＝
	
	小計


	社会参加等支援
	（ア）列
	（イ）列
	（ウ）列

	セ.　強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動への対応
	毎日支援が必要
	ときどき支援が

必要
	支援の頻度が

低い

	・・・・
	
	
	

	ノ. 就労および在宅生活に向けた生活支援の体制作り等に関する支援
	全面的な支援が

必要
	部分的な支援が

必要
	支援の必要性が低い

	該当数
	×２＝
	
	小計


	合計

　　　　　　　点
	障害程度区分

Ａ・Ｂ・Ｃ



④決めて通知する



「支給しない」・「保留する」という通知もありえます。



「支給しない」の場合は理由を明記する必要があります。

※しかし、理由としては、「予算がない」「つかえるサービスがない」といった理由もありえます。しかも「保留」の場合はさらにあいまいで、保留期限も明記しなくてよいようです。

※サービスが本当に必要な当事者であっても、地域でサービス供給が不足しているとき、「支給せず」「保留」という対応を行われる懸念があります。


⑤行政の決定に不服があっても特別のしくみはなし


介護保険とちがい、専門窓口はない



「行政不服審査」で請求するしかない、といわれています・・

※しかし行政不服審査は利用者が気安く利用できる制度でしょうか・

だから・・・サービスの利用をまもるしくみが必要です

　措置費制度は、「行政側が一方的にサービスを決定する（措置：行政処分する）制度、支援費は、利用者が主体的に契約により自らサービスを選択する制度、と一般には言われてきました。しかし、同じくそういわれた介護保険でも現実にはそうなってはいないし、上記のように支援費制度の要介護認定に相当する部分をみただけでも、利用保障という面では介護保険にも劣る状態です。

　これでは、コミュニケーション能力や知的能力に障害をもつ人はもとより、福祉サービスを使いたい当事者と行政職の専門家では、圧倒的に、知識・権威・交渉力に差があるのが普通ですから（これを非対称な関係といいます）支援費下におけるサービスをうける権利とその量は、ほとんど行政側の裁量によって決められてしまうことが危惧されています。

　そうならないために、国は障害者ケアマネジメント制度を構想し、東京都は、「福祉サービスの積極的な利用支援」ということを打ちだしてきました。高齢者のケアマネジャーと違い、障害者ケアマネジメントは、資格制度ではありません。しかし、利用者に近い立場から必要なサービスプランを当事者とともに考え、当事者単独では困難な行政への申請や交渉を援助する方法として使っていくことはできます。これまで当事者も含めた広い立場の参加者を得て東京都の障害者ケアマネジメント従事者研修が行われています。調整の場は、介護保険と同じく、サービス調整会議とよばれ、１５年度よりの区市町村での実施を国は求めています。三鷹市・武蔵野市では、こういった取り組みはどうなるのでしょうか・・

支援費決定に関わる行政の機関
　行政のしくみは、国・都・区市町村に分かれており、対象や内容の区別も複雑です。法律による呼び方と市や都が名づけた名前は違う場合が多いので注意しましょう。

福祉事務所（市のしくみ：それぞれの市役所にあります）
障害程度区分の判定と支援費の決定をするのは福祉事務所のケースワーカーです。福祉事務所は、それぞれ三鷹市と武蔵野市の市役所の中にあります。

三鷹市福祉事務所（地域福祉課）


三鷹市野崎1-1-1三鷹市役所１階TEL0422-45-1151　 FAX0422-45-5376
武蔵野市福祉事務所（障害福祉課）

武蔵野市緑町2-2-28武蔵野市役所１階TEL0422-51-5131　FAX0422-51-9214
更生相談所（都のしくみ：東京都心身障害者福祉センターのなかにあります）

福祉事務所に勤務するケースワーカーの相談相手の役割を担う行政機関が更生相談所です。障害程度区分の判定に迷う場合なども厚生相談所に相談されるしくみになっています。更生相談所は、法制度上、身体障害と知的障害に分かれ、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法上により都道府県には必須とされています。

東京都心身障害者福祉センター


新宿区戸山３－１７－２
TEL  03-3203-6141 
FAX  03-3203-6185
東京都心身障害者福祉センター多摩支所


国立市富士見台2-1-1
TEL  042-573-3311
FAX  042-576-5295
児童相談所（都のしくみ）

　児童福祉法に基づき児童（０歳～１８歳未満）の福祉の窓口として都が設置する機関です。法制度上は障害児は児童福祉法の対象なので児童相談所の管轄になります。平成１４年以降も、障害児の施設サービスは措置制度のまま残り、児童相談所が担当します。（障害児関係でも地域支援サービスは支援費に移行し、市の福祉事務所の担当になります）

杉並児童相談所 （担当区域：武蔵野市、三鷹市、杉並区、中野区）
杉並区南荻窪4-23-6
TEL 03(5370)6001
Ｂ型センター（市のしくみ）
主として身体障害者デイサービス事業等を行うための区市又は社会福祉法人が設置する施設で、本来は身体障害者デイサービス事業、関係団体に対する援助などをおこなうことになっている施設です。三鷹市・武蔵野市には公設公営施設として、それぞれ１箇所あります。支援費制度の相談や判定等のしくみとは制度上は直接の関係はない市直営（公設公営）のサービス供給機関ですが、サービス民営化の流れのなかで今後のありかたが注目されます。

三鷹市北野ハピネスセンター（三鷹市）

三鷹市北野1-9-29　 TEL0422-48-6331　 FAX0422-43-0304
武蔵野市障害者福祉センター（武蔵野市）

武蔵野市八幡町 4-28-13　 TEL　0422-55-3825　 FAX　0422-51-9951
